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概 要

本研究では，IoT の導入による廃プラスチック収集運搬効率化策を経済面，環境面から評価した。

具体的には，各事業所における廃プラスチックの排出状況をセンサーでモニタリングし，複数事業

所で排出される廃プラスチックを同時に回収することにより収集運搬を効率化する仕組みについて，

5排出事業者，2つの回収シナリオを対象に，120 日間の収集運搬シミュレーションを行った。その

結果，収集運搬回数や収集運搬距離を大幅に削減できること，また，これにより収集運搬の費用や

それに関わるCO2排出量を削減できることを示した。
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1．は じ め に

近年，様々なモノをインターネットに接続して情報

をやりとりし，利便性の向上や課題解決に繋げる

「Internet of Things」(以下，「IoT」) が関心を集めて

いる。廃棄物の分野においても IoT の活用が注目さ

れ，IoT によるプロセスの効率化や高速化，省人化等

が期待されているところであるが，具体的な検討・適

用は途に着いたばかりである。

このような中，川崎市において IoT を活用した資

源循環システムの高度化が検討されているほか1)，京

都府において，IoT を用いた産業廃棄物リサイクルの

促進策が検討されている2)。また，民間組織として廃

棄物処理・リサイクル IoT 導入促進協議会3)が設立さ

れ，様々な可能性が検討されている。国際的には，

IoT を食品廃棄物の管理4)や電気電子機器廃棄物の管

理5)に適用し，その効果を評価した事例が報告されて

いるが，まだまだ検討事例は少ない。

本研究では，京都府において検討が行われた「ス

マート・センサーを活用したリサイクルの促進事

業｣2) をベースに，IoT の導入による廃プラスチック

収集運搬効率化策を経済面，環境面から評価した。な

お，本報告は，事業終了前に筆者らが行った報告6)に

おけるデータを適時更新したものである。

2．方 法

2. 1 IoT導入による廃プラスチック収集運搬効率化

策と収集運搬のシナリオ

京都府の事業2)では，各事業者で排出される廃プラ

スチックの量が少量で，有価売却可能な量に満たない

ことから焼却・最終処分されていたものを，複数の事

業者で排出される廃プラスチック量の合計を有価売却

可能な量とすることで，リサイクルを促進する策が検

討された。具体的には，Fig. 1に示すように各事業所

に廃プラスチック排出量をモニタリングするセンサー

を導入し，複数の事業者から排出された廃プラスチッ

ク量の総量が有価売却可能な量になったところで，廃

プラスチックの回収を行うというものである。これに

より，各事業者は廃棄物の処理費用や廃棄物の保管ス

ペースを削減できるとともに，収集運搬業者は収集運

搬を効率化 (無駄な収集運搬を削減) できる。

しかしながら，2017 年後半に廃プラスチックの市

況が変化したことから，有価売却が容易ではなくなっ

た。また，京都府の事業2)では，モデル的に数回の回

収を行えたのみであった。このようなことから，本研

究では，京都府の事業に参加した 5排出事業者を対象

に，以下の 2 つの回収シナリオを設定し，120 日間の

収集運搬シミュレーションを行って，IoT 導入による

廃プラスチック収集運搬効率化策の評価を行った。

① 各事業者の排出量が最小回収量 (最大保管可能

量の 50%と設定) に到達した時，到達した排出

事業者分を回収
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② 各事業者の排出量が最大保管可能量に近づいた

時，近づいた排出事業者分を回収

2. 2 経済面・環境面の評価方法

経済面は処理費用で評価した。これは次式で推計さ

れる。

C=Cs+Cc=C+C+C+C+C+C+C

ここで，

C ：費用(円)

Cs ：監視の費用 (円)

C ：センサーの電力費 (円)

C ：センサーの減価償却費 (円)

C：センサーの維持管理費 (円)

Cc ：収集運搬の費用 (円)

C：収集運搬の人件費 (円)

C ：収集運搬の燃料費 (円)

C ：収集運搬車の減価償却費 (円)

C：収集運搬車の維持管理費 (円)

である。

環境面は CO2排出量で評価した。これは次式で推

計される。

E=Es+Ec=E+E+E+E

E ：CO2排出量

Es ：監視に関わるCO2排出量

E：センサーの電力消費に関わるCO2排出量

E：センサーの生産・維持管理に関わる CO2排出

量

Ec ：収集運搬に関わるCO2排出量

E：収集運搬の燃料消費に関わるCO2排出量

E：収集運搬車の生産・維持管理に関わる CO2排

出量

である。

経済面・環境面ともシミュレーションを行った 120

日間の総計として評価した。

2. 3 用いたデータ

(1) 排出

京都府の事業に参加した 5事業者の廃プラ排出量及

び保管可能量を調査し，これを後述する収集運搬の計

算に用いた。

(2) 監視

京都府の事業で用いたセンサーは実験的なもので

あったため，本研究では標準的なセンサーを使用する

ものとして計算した。

センサーの電力費 (C) については，微小で無視

できるものとした。センサーの減価償却費 (C) に

ついては，ヒアリングにより得られたセンサーの使用

年数，センサー及び周辺機器の購入費を用いて算出し

た。センサーの維持管理費 (C) もヒアリングによ

り設定した。なお，センサーは各事業所に 2台設置す

るものとした。

センサーの電力消費に関わる CO2排出量(E) につ

いては，上記のとおり微小で無視できるものとした。

センサーの生産に関わる CO2排出量 (E) について

は，上記で算出したセンサーの減価償却費と維持管理

費の合計に 3EID7)の 2005 年輸入品国産仮定型の「そ

の他の電気通信機器」部門 (236) の CO2排出原単位

を乗じることで算出した。

(3) 収集運搬

収集運搬の人件費 (C) については，ヒアリング

により得られた運転手の平均的な年収に，事業者が負

担する社会保険料(健康保険料，厚生年金保険料，介

護保険料，雇用保険料)を加えて時間単価を算出し，
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Fig. 1 IoT 導入による廃プラスチック回収の効率化策



これに労働時間を乗じて算出した。収集運搬の燃料費

(C) については，ヒアリングにより得られた収集運

搬車の平均燃費の逆数に，2. 1 の 2 つのシナリオで算

出した収集運搬距離を乗じて燃料消費量を算出し，こ

れに軽油の価格を乗じて算出した。収集運搬距離につ

いては，シナリオに応じて毎日の収集対象事業者を決

定し，対象事業者を最短距離で巡回し収集するものと

した。また，人件費 (C) の算出に用いる労働時間

については，収集運搬距離を収集運搬車の平均速度で

除して算出した運転時間に，準備・積み込み・積み下

ろし・清掃の 1時間を加えて算出した。平均速度は収

集運搬車に登載された GPS 端末の情報を用いて算出

した。収集運搬車の減価償却費 (C) は，ヒアリン

グにより得られた収集運搬車の平均的な購入費とその

平均的な生涯走行距離を用いて走行距離単価を算出し，

これにシナリオごとに算出した収集運搬距離を乗じて

算出した。収集運搬車の維持管理費 (C) について

は，ヒアリングにより得られた収集運搬車の平均的な

1年の維持管理費に収集運搬車の平均的な寿命を乗じ，

これを平均的な生涯走行距離で除して走行距離単価を

算出し，これにシナリオごとに算出した収集運搬距離

を乗じて算出した。

収集運搬の燃料消費に関わる CO2排出量 (E) に

ついては，上記で算出した燃料消費量に CO2排出係

数8)を乗じて算出した。収集運搬車の生産・維持管理

に関わる CO2排出量 (E) については，上記で算出

した収集運搬車の減価償却費と維持管理費の合計に

3EID7)の 2005 年輸入品国産仮定型の「トラック・バ

ス・その他の自動車」部門 (247) の CO2排出原単位

を乗じることで算出した。

3．結果と考察

3. 1 収集運搬回数と収集運搬距離

Fig. 2に示すように，収集運搬回数は「IoT 導入な

し」シナリオに比べ「IoT 導入」シナリオで大幅に減

少した。これは 1 排出事業者のみの収集運搬回数 (1

排出事業者回数) が大きく減少したためである。

「IoT 導入①」シナリオで「IoT 導入②」シナリオよ

り 1排出事業者回収が少なく 2 排出事業者回数が多い

のは，2. 1 に示すシナリオに基づく日々の回収対象事

業者の組合せ決定の結果であり，「IoT 導入①」「IoT

導入②」の両シナリオ間で収集運搬回数の合計にほと

んど違いはなかった。また，Fig. 3に示すように，収

集運搬距離も収集運搬回数と同様の傾向が見られた。

「IoT 導入」シナリオの収集運搬距離はいずれも

「IoT 導入なし」シナリオの収集運搬距離を下回り，

IoT を導入することにより収集運搬が効率化されるこ

とが示された。いずれも「IoT 導入なし」シナリオの

70%程度の収集運搬距離となった。

3. 2 経済面及び環境面の評価

Fig. 4に示すように，費用は「IoT 導入なし」シナ

リオに比べ「IoT 導入」シナリオで 70 数 %となった。

これは IoT を導入することによって収集運搬回数と

収集運搬距離が減少し，主に収集運搬の人件費を削減

できたことが影響している。センサーの経費が増加し

ても，IoT を導入することにより全体の費用が削減で

きることが示された。また，Fig. 5 に示すように，

CO2排出量は「IoT 導入なし」シナリオに比べ「IoT

導入」シナリオで約 80%となり，環境面でも効果の

あることが示された。
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Fig. 2 回収を行う排出事業者数別収集運搬回数

Fig. 3 回収を行う排出事業者数別収集運搬距離

Fig. 4 費用



4．お わ り に

本研究では，京都府において検討が行われた「ス

マート・センサーを活用したリサイクルの促進事

業｣2) をベースに，IoT の導入による廃プラスチック

収集運搬効率化策を経済面，環境面から評価した。具

体的には，各事業所における廃プラスチックの排出状

況をセンサーでモニタリングし，複数事業所で排出さ

れる廃プラスチックを同時に回収することにより収集

運搬を効率化する仕組みについて，5 排出事業者，2

つの回収シナリオを対象に，120 日間の収集運搬シ

ミュレーションを行った。その結果，収集運搬回数や

収集運搬距離を大幅に削減できること，また，これに

より収集運搬の費用やそれに関わる CO2排出量を削

減できることを示した。

なお，本研究のもととなっている京都府の事業2)は，

廃プラスチックのリサイクル促進策として考えられて

いたものであり，廃プラスチックをとりまく現在の状

況に合わせて，協力排出事業者を増やしてその効果を

検討していく必要がある。
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Fig. 5 CO2 排出量


